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研究成果の概要（和文）：本研究は、教授法（高垣）、動機づけ（中西）、理科教育（清水、寺本）、評価（田
中）、心理統計（田爪）及び研究協力者による多角的な研究組織を構成し、協議の基に研究を推進した。本研究
では、教育心理学研究を基盤として、「認知的／社会的文脈を統合した学習環境の理論的枠組み」を検討した上
で、SDGs(Sustainable Development Goals)を促進するカリキュラムへの適用を試みた。得られた成果は、雑誌
論文29件、図書12件、学会発表21件において公表された。

研究成果の概要（英文）：This study have constructed a multilateral research organization by Takagaki
(teaching strategy), Nakanaishi(motivation), Shimizu(science education), Teramoto(science
education), Tanaka（assessment）, Tazume(Psychological statistics）and research collaborators. This 
study examined the bridging between the cognitive and sociocultural approaches in psychological 
research. Accordingly, a teaching strategy of integrating cognitive and sociocultural approaches was
 designed and developed, which applied SDGs(Sustainable Development Goals) curriculum. The results 
obtained have been presented in papers(29 papers),in books(12 books) and announced at conferences(21
 presentations).
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、教育心理学研究の最前線の課題である、「認知論的アプローチと社会文化論的アプローチの統合」と
いう理論的想定を実証的に検討する点に学術的な特色がある。さらに、学校教育現場で模索されているSDGsを推
進する学習環境という国家的に顕在化した今日的課題を取り上げることは、「持続可能な未来に向けた教育の再
構築」をもたらす結果が予想され、社会的な意義は大きい。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

2030年の社会を見据えて改訂された学習指導要領では，予測困難な時代に一人一人が未来の
創り手になることが求められている。「学習指導要領改定の考え方（文部科学省, 2017a）」では，
①学びを人生や社会に生かそうとする学びに向かう力・人間性等の涵養, ②生きて働く知識･技
能の習得，③未知の状況にも対応できる思考力・判断力・表現力等の育成が目指されている。そ
して，そのためには「社会に開かれた教育課程」の実現が必要であるとされ，その理念は，より
よい学校教育を通じてよりよい社会を創るという目標を共有し，社会と連携・協働しながら，未
来の創り手となるために必要な資質・能力を育むことであるとされている（文部科学省, 2017b）。
さらに，この「社会に開かれた教育課程」のカリキュラム・マネジメントとしては，「次期指導
要領などに向けたこれまでの審議のまとめ（文部科学省, 2016）」では，現代的な諸課題に関す
る教科等横断的な教育内容の重要性を挙げている。具体的には，教科を横断的に超え全ての学習
の基盤として活用される資質・能力を育むとともに，将来の予測が困難になっていく現代的な諸
課題を解決していくために，自分を社会の中に位置づけ，他者と一緒に生きる自立と共生に向け
た資質・能力を育むことの重要性が高まっていることを指摘している。こうした学習指導要領改
訂の動向を踏まえ，本研究では，現代的な諸課題に関する教科等横断的な教育内容という最先端
の内容を対象とし，その実践的研究に探索的に取り組むことを目的とする。具体的には，現代的
な諸課題に関する教科等横断的な教育内容を具現化するために，そこでの育成が目指されてい
る，教科を横断的に超え全ての学習の基盤として活用される資質・能力，及び将来の予測が困難
になっていく現代的な諸課題を解決していくために，自分を社会の中に位置づけ，他者と一緒に
生きる自立と共生に向けた資質・能力を育むために最も適していると考えられる，「持続可能な
開発目標(Sustainable Development Goals: SDGs)」の内容を導入したいと考えた。本研究で導
入した「持続可能な開発目標(SDGs)」は，国連総会で 2030年を達成期限として採択され，日本
においても関心事項であり，2016年策定（2019年改訂）の「SDGs 実施指針」（持続可能な開発
目標(SDGs)推進本部, 2019）では，学校教育をはじめ，家庭，職場，地域などのあらゆる場にお
ける SDGs に関する学習を奨励していくことが啓蒙されている。日本の教育界においても，国際
的な動向の中， SDGs はこれからの世代を担う児童生徒が教育課程の中で身につけるべき内容で
あることが認識され，その理解を促す教育は学習指導要領とも深く関わっていることが指摘さ
れている。 
 
２．研究の目的 
上述した背景を踏まえ，本研究では，新学習指導要領で新規に打ち出された，現代的な諸課題
に関する教科等横断的な教育内容という最先端の教育内容を具現化するために，女子大学の教
員養成課程において，「持続可能な開発目標(SDGs)」を導入した中学生向けの教材作成に取り組
ませた。その教授効果について２つの視点から検討する。すなわち，教材作成を行った受講生自
身の変容を確かめるために，第１に，講義の前後における，SDGs に関する認識の変容の量的分
析を行う。第２に，量的な変容に焦点化して自由記述の質的分析を行い，教科を横断的に超え全
ての学習の基盤として活用される資質・能力，及び将来の予測が困難になっていく現代的な諸課
題を解決していくために，自分を社会の中に位置づけ，他者と一緒に生きる自立と共生に向けた
資質・能力の習得の様相を検討する。 
 
３．研究の方法 
①対象者：４年制の私立女子大学学芸学部において教職課程を履修する学生 35名を対象とした。
当該の教職課程においては，中学校（英語，数学，社会），高校（英語，数学，地理歴史，公民，
情報）の免許を取得することができる。 
②講義の概要:教職科目「教育方法論」の授業において，SDGs に関する 90 分の講義を計 8 回行
った。講義における到達目標は，第１に前期に既習している現代的な諸課題に関する教科等横断
的な教育内容を確認した上で，それを具現化するための「SDGs の概念及び具体的内容」につい
て理解すること。その上で，第２に自らが主体的に取り組むもうと思った SDGs の内容を，中学
生にも理解でき実践したいと思わせるような内容に表現して教材を作成することを通して，現
代的な諸課題に関する教科等横断的な教育内容に求められる，教科を横断的に超え全ての学習
の基盤として活用される資質・能力及び，将来の予測が困難になっていく現代的な諸課題を解決
していくために，自分を社会の中に位置づけ，他者と一緒に生きる自立と共生に向けた資質・能
力を習得すること，と設定した。 
③質問紙調査：第 1回目の授業の前（講義前）と 8回目の授業の後（講義後）に質問紙調査を実
施した。各調査の所要時間は 10 分程度であった。質問紙においては，SDGs の 17 の目標とその
説明を提示した。続いて， SDGs 全般（持続可能な開発目標（SDGs）という用語について）及び
SDGs の各開発目標について，それぞれ 3 つの認識の側面からの質問を設けた。具体的には，①
関心度（設問：「あなたはどのくらい興味がありますか？」），②認知度（設問：「あなたはどのく
らい知っていますか？」），③取組みのイメージ（以下取組み。設問：「日本ではどの程度取組み
がなされていると思いますか？」）について質問した。各認識の側面について 5件法で質問し，
得点化した。なお，講義前と講義後の両方への回答が得られた 33 名を分析対象とした。 



 
４．研究成果 

各因子の尺度得点について，調査時
期（講義前後）ごとに設間の相関係数を
算出した（表 1）。その結果，講義前に
おいては全ての因子について関心度と
認知度との間に中程度の有意な正の相
関が見られた。また，講義後においては，
因子［自然環境］［福祉・教育］［産業・
経済］において講義前と同様に関心度
と認知度との間に中程度の有意な正の
相関が見られた。また，［福祉・教育］
においては，講義前には関心度と取組
みとの間に，また講義後には認知度と
取組みとの間に，それぞれ弱い有意な
相関が見られた。 
  

 認識の側面，調査時期，因子ごとの尺
度得点の平均値を図 1に示す。尺度得点
を従属変数として，認識の側面（関心度，
認知度，取組みのイメージ）ごとに因子
(4)×調査時期(2)の参加者内2要因分散
分析を行った。以下，認識の側面ごとに
分散分析の結果を述べる。 
① 関 心 度  因 子 (F(3,93)= 23.58, 
p<.001)，調査時期(F(1,31)= 17.64, 
p<.001)の主効果が有意であった。交互
作用は有意ではなかった(F(3,93)= 
0.13, n.s.)。主効果についての多重比較
の結果，因子については［平等・公正］
＞［福祉・教育］＞［自然環境］［産業・
経済］の順で得点が高かった。また，調
査時期においては，講義後は講義前より
も得点が高かった。 
②認知度 因子(F(3,96)= 11.34, p<.001)，調査時期(F(1,32)= 35.43, p<.001)の主効果，及び
2 要因間の交互作用(F(3,96)=3.47, p<.05)が有意であった。交互作用が見られたため，要因ご
とに単純主効果検定を行った。まず因子についての単純主効果検定の結果，いずれの因子におい
ても単純主効果は有意であり，多重比較の結果，全て講義後は講義前よりも得点が高かった。次
に，調査時期についての単純主効果検定の結果，講義前，後とも単純主効果は有意であり，多重
比較の結果，講義前においては［平等・公正］は［自然環境］及び［産業・経済］よりも得点が
高く，また［福祉・教育］は［産業・経済］よりも得点が高かった。他方，講義後においては［平
等・公正］及び［自然環境］は［産業・経済］よりも得点が高かった。以上の結果から，講義を
受けることによって，SDGs の開発目標に対する認知度は全対的に向上し，特に［自然環境］に
関する認知度が大きく上昇したと考えられる。 
③取組み 因子(F(3,81)= 12.27, p<.01)，調査時期(F(1,27)= 8.86, p<.001)の主効果が有意
であった。交互作用は有意ではなかった(F(3,81)= 0.83, n.s.)。主効果についての多重比較の
結果，因子については［福祉・教育］は［平等・公正］及び［自然環境］よりも得点が高く，［産
業・経済］は［自然環境］よりも得点が高かった。また調査時期については，講義後は講義前よ
りも得点が高かった。以上の結果から，受講生の持つ，日本における SDGs の開発目標に対する
取組のイメージは［福祉・教育］において高く，それに比して［平等・公正］や［自然環境］に
ついては取組のイメージが低いと言える。また，講義を受けることにより，取組のイメージは全
体的に向上したと言える。 
以上の結果を踏まえて本研究を総括する。本研究では，女子大学の教員養成課程において，新
学習指導要領で新規に打ち出された，現代的な諸課題に関する教科等横断的な教育内容という
最先端の内容を具現化するために，SDGs を導入した中学生向けの教材作成に取り組ませた。講
義前後で，教材作成を行った受講生自身の SDGs に対する認識の変容を検討するために，質問紙
法により SDGs 全体及び 17の開発目標の関心度，認知度，日本における取組のイメージを調査・
分析した。量的分析の結果，本研究の対象であった科学・環境領域以外を専門とする学部の教員
養成課程の女子大生は，SDGs の［平等・公正］（差別の撤廃，平等・公正な社会の実現）につい
ての関心度及び認知度が高く，［福祉・教育］（福祉や教育の向上）についての取組みのイメージ
が強いといえる。さらに，講義において「SDGs の全般的な内容と日本企業の先進的な取り組み」
を説明した上で，SDGs の開発目標を自分たちの身近な生活を改善するためのローカルな行動と

表１ 調査時期及び因子ごとの認識の側面間の相関係数(r) 
調査時
期 因子 関心度- 

認知度 
関心度- 
取組み 

認知度- 
取組み 

講義前 平等・公正 .429** 
.433** 
.584** 
.474** 

.269 
-.167 
.394* 
.294+ 

.043 

.229 

.163 

.289+ 

 自然環境 
 福祉・教育 
  産業・経済 
講義後 平等・公正 .238 

.652** 

.339* 

.633** 

.228 
-.050 
.162 
.167 

.286+ 
-.124 
.387* 
.269 

 自然環境 
 福祉・教育 
  産業・経済 

** p<.01, * p<.05, + p<.10 

図 1 SDGs の各因子における，認識の側
面，調査時期ごとの尺度得点の平均値 

（エラーバーは標準偏差） 
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して受け止めるだけではなく，それを他者にも広く働きかけグローバルに広めていく，という教
材作成に実践的に取り組ませた結果，SDGs に対するイメージは向上し，ジェンダー平等や世界
の貧困などに関心の高い受講生が視野を広げ，［自然環境］（自然や地球環境の保全）に関する認
知度が大きく上昇したことが明らかなった。また，講義後においては，特に教職と関連が深い［福
祉・教育］については，理解の向上が日本における取組みのイメージと結びつくようになること
も示された。 
さらに，これらの認識の変容を明らかにするために質的分析を行った結果，現代的な諸課題に
関する教科等横断的な教育内容を具現化する SDGs の課題に取り組む経験を通して，受講生に，
自然環境・産業経済・言語・人間・平等公正・福祉・教育といった諸問題を考える際に求められ
る，国語・地理歴史・公民・理科・数学・外国語・家庭・情報等といった，教科を横断的に超え
全ての学習の基盤として活用される資質・能力，及び将来の予測が困難になっていく現代的な諸
課題を解決していくために，自分を社会の中に位置づけ，他者と一緒に生きる自立と共生に向け
た資質・能力を育む教授効果が見出されたことが示唆された。本研究の課題としては，本講義で
学修した，現代的な諸課題に関する教科等横断的な教育内容の内容を，教育現場で実践的に検討
することが挙げられる。すなわち，COVID-19 の問題は我々の日常生活を一変させてしまい，今
回は中学校の教育現場に赴くことができなかった。COVID-19 の問題が収束した段階で，が作成
した教材を用いた授業を試み，中学生に対する教育効果を検証する必要があろう。教育実践にあ
たっては，その時点での社会や学校教育を取り巻く状況の影響を考慮する必要があると考える。 
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 ４．巻
中西良文 15
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 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
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 オープンアクセス  国際共著
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SDGsと関連づけた卒業研究ゼミの取組

国際学院埼玉短期大学研究紀要 46-57

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
清水誠 45
 １．著者名
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 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
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 オープンアクセス  国際共著
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 オープンアクセス  国際共著
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 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 ４．巻
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